
所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了   契約金額（円） 適用条項 随意契約理由

施設　　　 施設グループ　　　　　　　　　　　　　　日本電気　株式会社　関西支社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府警察運転者管理システム改修業務 20251211 20260331 86,350,000 特例政令第１１条第２号                    
業務（システム改修業務）が特定の者（当該システム開発業者）
でなければ実施することができないものであるため

会計　　　 決算グループ　　　　　　　　　　　　　　株式会社　サンビジネス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
放置違反金に係る発送文書の印刷及び封入封かん等
業務（単価契約）

20251201 20281130 29,460,172 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号 競争入札に付しても入札者がないため。

施設　　　 施設グループ　　　　　　　　　　　　　　ダイキン工業　株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪府警察本部本庁舎交通管制機械室ほか電算用
空調機保守点検業務

20251218 20260316 9,900,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備の製造業者）でな
ければ実施することができないものであるため

施設　　　 設備グループ　　　　　　　　　　　　　　株式会社　空環設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪府警察本部本庁舎空調用リモートユニット更新工
事監理業務

20251120 20280225 5,885,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
現に契約履行中の業務（空調中央監視装置更新工事監理業
務）と密に関連する契約を、契約者以外の者に履行させること
が不利であるため。

装備　　　 車両グループ　　　　　　　　　　　　　　
エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン　株式会社　カスタマーサ
ポート部

ヘリコプターまいしま号無線点検調整作業に係る契約
の締結及び経費の支出について

20251112 20260331 4,109,050 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（無線機器の点検調整）が特定の者（製造メーカー専用の
試験機器及び技術を有する当該者）でなければ実施することが
できないものであるため。

施設　　　 施設グループ　　　　　　　　　　　　　　エヌ・ティファシリティーズ　株式会社
大阪府警察門真運転免許試験場設備保守管理業務
に係る契約の締結及び経費の支出について

20251101 20251130 3,327,500 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
継続を要する業務（設備保守管理業務）で現に契約履行中の当
該業者に引き続き実施させた場合、経費の節減が確保できる
等有利と認められるため

装備　　　 装備管理グループ　　　　　　　　　　　　株式会社　共和電業　大阪営業所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
重量測定器（共和式・ブリジストン式）保守点検調整委
託

20251110 20260331 2,871,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（機器の保守点検）が特定の者（機器製造元業者）でなけ
れば実施できないものであるため。

会計　　　 決算グループ　　　　　　　　　　　　　　野村興産　株式会社　関西営業所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業廃棄物収集運搬処分業務（廃乾電池　処分） 20251126 20260331 2,860,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（廃乾電池の処分）が特定の者（当該処分業者）でなけれ
ば実施することができないため。

施設　　　 設備グループ　　　　　　　　　　　　　　株式会社　空環設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪府警察門真運転免許試験場空調監視設備改修
工事監理業務

20251120 20270226 2,750,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号
現に契約履行中の業務（空調設備更新工事監理業務）と密に
関連する契約を、契約者以外の者に履行させることが不利であ
るため。

施設　　　 施設グループ　　　　　　　　　　　　　　三菱重工マシナリーテクノロジー　株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府警察本部本庁舎２期棟免震装置保守点検業務 20251120 20260310 1,826,000 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号
業務（設備保守点検）が特定の者（当該設備の製造業者）でな
ければ実施することができないものであるため
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